
令和８年８月

介護職員等処遇改善加算について

茨城県長寿福祉課介護保険指導・監査G



介護職員の処遇改善に向けたこれまでの取組について（厚生労働省資料）

介護職員の処遇改善を目的として、様々な取組が行われてきた 2
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介護職員等処遇改善加算の概要

処遇改善加算の単位数

下記の計算式により算出

用途

加算算定事業所の職員の賃金改善に限定

サービス別の基本サービス費に、
各種加算減算（処遇改善加算を除く）を
加えた１月当たりの総単位数

加算区分・
サービス類型別
の加算率

特記事項

令和８年度介護報酬改定に伴い、令和８年６月から拡充が実施された

詳細な加算要件については、介護保険最新情報Vol.1479を
参照してください

※「職場環境改善に向けた取組のための費用」への充当は不可！



令和６年６月～令和８年５月の処遇改善加算の内容
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（参考）全サービスにおける加算率（～令和８年５月）

5

加算区分…加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの４区分



令和８年６月以降の処遇改善加算の内容
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（参考）全サービスにおける加算率（令和８年６月～）①

加算区分…加算Ⅰイ、Ⅰロ、Ⅱイ、Ⅱロ、Ⅲ、Ⅳの６区分
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（参考）全サービスにおける加算率（令和８年６月～）②
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加算区分…「あり」／「なし」のみ

【令和８年６月以降、処遇改善加算が新設されたサービス】

【補足】
・「表１－２」「表１－３」「表１－４」の区分によって、
「令和８年度特例要件」の取扱いが異なります。

・「表１－５」に掲げる介護サービスは、その他の介護サービスと
異なる処遇改善加算の要件が適用されます。



処遇改善加算取得に必要となる要件 （表１－２～表１－４に掲げるサービス）
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加算
Ⅰイ

加算
Ⅰロ

加算
Ⅱイ

加算
Ⅱロ

加算
Ⅲ

加算
Ⅳ

①月額賃金改善要件 ○ ○ ○ ○ ○ ○

②キャリアパス要件Ⅰ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③キャリアパス要件Ⅱ ○ ○ ○ ○ ○ ○

④キャリアパス要件Ⅲ ○ ○ ○ ○ ○ ー

⑤キャリアパス要件Ⅳ ○ ○ ○ ○ ー ー

⑥キャリアパス要件Ⅴ ○ ○ ー ー ー ー

⑦職場
環境等
要件

区分ごとに１以上の取組
（生産性向上は２以上）

ー ー ー ー ○ ○

区分ごとに２以上の取組
（生産性向上は３以上）

○ ○ ○ ○ ー ー

HP掲載等を通じた見える化 ○ ○ ○ ○ ー ー

⑧令和８年度特例要件 ー ○ ー ○ ー ー

【令和８年５月以前からの処遇改善加算対象サービス】

各要件の概要については、p.10～p.18を参照してください

○…各加算区分の算定にあたり満たす必要がある要件



介護職員等処遇改善加算 －月額賃金改善要件について

処遇改善加算Ⅳの加算額の2分の1以上を、基本給又は決まって
毎月支払われる手当（＝「基本給等」）の改善に充てること

注意点

・加算Ⅳ以外の区分を算定する事業所においては、「仮に処遇改善加算Ⅳを算定する
場合に見込まれる加算額の2分の1」以上を、基本給等の改善に充てることで要件を
満たす。
（※「事業所が算定する処遇改善加算額の2分の1」ではない）

・「決まって毎月支払われる手当」とは、労働と直接的な関係が認められ、労働者の個
人的事情とは関係なく支給される手当を指す。名称は「処遇改善手当」等に限る必
要はなく、「職能手当」「資格手当」等の名称でも差支えない。

・既に当該要件を満たしている事業所においては、新規の取組を行う必要はない。

月

額

賃

金

改

善

要

件
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介護職員等処遇改善加算 －キャリアパス要件について

キ

ャ

リ

ア

パ

ス

要

件

（

Ⅰ

）

介護職員について、職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件を
定め、それらに応じた賃金体系を整備すること

介護人材のキャリアパスの全体像（イメージ）

基 本 的 な 知 識 ・ 技 術 を 身 に つ け た 介 護 職 員

リ ー ダ ー （ 主 任 ）

一定の知識・技術を習得した介護福祉士

介 護 福 祉 士

一 定 程 度 の 知 識 ・ 技 術 を 身 に つ け た 介 護 職 員

マネジメント職（施設長等）

賃
金
（基
本
給
・手
当
等
）

高

低

根拠規定を書面で整備の上、全ての介護職員に周知が必要
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介護職員等処遇改善加算 －キャリアパス要件について

介護職員の資質向上の目標や具体的な計画を策定し、
研修の実施または研修の機会を確保すること

①
研修・能力評価

の実施

②
資格取得の
ための支援

介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び
①又は②に掲げる事項に関する具体的な計画を策定し、計画に係る研修の実施または
研修の機会を確保していること。

資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を
実施（OJT等）するとともに、介護職員の能力評価を行うこと。

資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、
休暇の付与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施すること。

根拠規定を書面で整備の上、全ての介護職員に周知が必要

キ

ャ

リ

ア

パ

ス

要

件

（

Ⅱ

）
12



経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は
一定の基準に基づき定期的に昇給を判定する仕組みを設けること
※昇給の方法は、基本給、手当、賞与等を問わない。

評 価資 格経 験

「勤続年数」「経験年数」などを想定

「介護福祉士」「実務者研修修了者」
などを想定
※昇給が図られる仕組みであることを
要する。

「実技試験「人事評価」などを想定
※評価基準や昇給条件が明文化
されていることを要する。

職位
勤続
年数

月給例

施設長
１５年
以上

40万円

主任
８年
以上

35万円

一般
職員

５年
未満

27万円

職位 資格 月給例

施設長
事業者が
指定する
資格

40万円

主任
介護
福祉士

35万円

一般
職員

資格なし 27万円

職位 人事評価 月給例

施設長 S 以上 40万円

主任 A 以上 35万円

一般
職員

A 以上 27万円

根拠規定を書面で整備の上、全ての介護職員に周知が必要

介護職員等処遇改善加算 －キャリアパス要件について

キ

ャ

リ

ア

パ

ス

要

件

（

Ⅲ

）
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介護職員等処遇改善加算 －キャリアパス要件について

経験・技能のある介護職員のうち1人以上は、
賃金改善後の賃金額が年額440万円以上であること

キ

ャ

リ

ア

パ

ス

要

件

（

Ⅳ

）
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注意点

・以下の場合など、当該賃金改善が困難である合理的な説明がある場合は、
この限りではない。

小規模事業所等で職種間の賃金バランスに配慮が必要な場合

職員全体の賃金水準が低い、地域の賃金水準が低い等の理由により、

   直ちに年額440万円まで賃金を引き上げることが困難な場合
年額440万円の賃金改善を行うにあたり、規程の整備や研修・実務経験の蓄積

   などに一定期間を要する場合

・令和8年度は、処遇改善加算計画書に上記の理由を記載することで、本要件を免除



介護職員等処遇改善加算 －キャリアパス要件について

サービス類型ごとに一定以上の介護福祉士等を配置していること
→介護福祉士等の配置を担保する加算（下記参照）を算定して
いること

サービス区分 加算

訪問介護
・特定事業所加算Ⅰ
・特定事業所加算Ⅱ

夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護、（介護予防）訪問入浴介護、通所介護、（介護
予防）通所リハビリテーション、（介護予防）認知症対応
型通所介護、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、
看護小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症
対応型共同生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

・サービス提供体制強化加算Ⅰ
・サービス提供体制強化加算Ⅱ

地域密着型通所介護
・サービス提供体制強化加算Ⅰ
・サービス提供体制強化加算Ⅱ
・サービス提供体制強化加算Ⅲイ又はロ

（介護予防）特定施設入居者生活介護、
地域密着型特定施設入居者生活介護

・サービス提供体制強化加算Ⅰ
・サービス提供体制強化加算Ⅱ
・入居継続支援加算Ⅰ又はⅡ

介護老人福祉施設、
地域密着型介護老人福祉施設

・サービス提供体制強化加算Ⅰ
・サービス提供体制強化加算Ⅱ
・日常生活継続支援加算Ⅰ又はⅡ

（介護予防）短期入所生活介護、
（介護予防）短期入所療養介護

・サービス提供体制強化加算Ⅰ
・サービス提供体制強化加算Ⅱ
・併設本体施設において新加算Ⅰの届出あり

キ

ャ

リ

ア

パ

ス

要

件

（

Ⅴ

）
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介護職員等処遇改善加算 －職場環境等要件について

別表に掲げる職場環境改善のための取組を実施すること職

場

環

境

等

要

件
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注意点

・職場環境等要件の区分・詳細な内容については、介護保険最新情報Vol.1479の
別紙1「表４」を参照すること。

・生産性向上推進体制加算を算定している場合は、「生産性向上のための取組」の
要件を満たすものとする。

【処遇改善加算Ⅰ又はⅡ、及び加算Ⅰイ、Ⅰロ、Ⅱイ、Ⅱロを算定する場合】
・６の区分ごとにそれぞれ２以上の取組を実施すること。
・ただし、「生産性向上のための取組」については、⑰又は⑱を含む３以上
の取組を実施すること。

・実施する取組について、介護サービスの情報公表制度等を通じて公表する
こと。

要件の詳細

【処遇改善加算Ⅲ又はⅣを算定する場合】
・６の区分ごとにそれぞれ１以上の取組を実施すること。
・ただし、「生産性向上のための取組」については、２以上の取組を実施
すること。



介護職員等処遇改善加算 －職場環境等要件について（参考）

職

場

環

境

等

要

件
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介護職員等処遇改善加算 －令和８年度特例要件について

生産性向上や協働化に係る下記の取組を実施すること
令

和

８

年

度

特

例

要

件
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注意点

・取組（ア）については、表１－２及び表１－３に掲げる介護サービス事業所に限る。

・取組（イ）については、表１－３及び表１－４に掲げる介護サービス事業所に限る。

・取組（ア）・（イ）について、加算の申請時点では実施していない場合であっても、
  年度内に実施することを誓約した場合は、加算の申請時点から本要件を満たしている
ものとして取り扱う。

以下の（ア）～（ウ）のいずれかの取組を行っていること。

（ア）ケアプランデータ連携システムを利用していること。
（イ）生産性向上推進体制加算Ⅰ又はⅡを算定していること。
（ウ）運営法人が、社会福祉連携推進法人に所属していること。

要件の詳細



処遇改善加算取得に必要となる要件 （表１－５に掲げるサービス）
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加算あり

①令和８年度特例要件 （○）

②加算Ⅳの取得に
準ずる要件

※(i)～（iii）を全て
満たすこと

（i）キャリアパス要件Ⅰ

（○）
（ii）キャリアパス要件Ⅱ

（iii）職場環境等要件
区分ごとに１以上の取組
（生産性向上は２以上）

【令和８年６月以降、処遇改善加算が新設されたサービス】

又は

対象：（介護予防）訪問看護、
（介護予防）訪問リハビリテーション、
居宅介護支援、介護予防支援



処遇改善加算取得に必要となる要件 （表１－５に掲げるサービス）
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注意点

・要件①の取組（ア）、要件②の(i)～（iii）について、
加算の申請時点では実施していない場合であっても、年度内に実施することを誓約した
場合は、加算の申請時点から本要件を満たしているものとして取り扱う。

処遇改善加算を原資とした事業所職員の賃金改善に加え、以下の①又は②に
掲げる要件のいずれかを満たすこと。

要件の詳細

①令和８年度特例要件
以下の（ア）・（イ）のいずれかの取組を行っていること。
（ア）ケアプランデータ連携システムを利用していること。
（イ）運営法人が、社会福祉連携推進法人に所属していること。

②処遇改善加算Ⅳの取得に準ずる要件
以下の（i）から（iii）に掲げる要件を全て満たすこと。
（i）キャリアパス要件Ⅰ ⇒p.11を参照
（ii）キャリアパス要件Ⅱ ⇒p.12を参照
（iii）職場環境等要件 ⇒p.16の「加算Ⅲ又はⅣを算定する場合」を参照



各介護事業所で必要な作業

A 加算の新規算定時に必要な作業

１ 加算の算定区分・各種要件の確認
→自事業所が要件を満たしていることを確認

２ 処遇改善計画書の作成・提出
・様式は県HPからダウンロード可能
→初めて加算を算定する月の前々月の末日までに、
各指定権者あて提出

３ 加算届の作成・提出
・様式は県HPからダウンロード可能
→各指定権者あて提出。提出期限は通常の加算と同様。
※「処遇改善計画書」のみ提出しても、加算届を提出
しなければ加算の新規算定は認められないので注意！

21



各介護事業所で必要な作業

B 加算を算定する全事業所で毎年度必要な作業

１ 処遇改善計画書の作成・提出（通常：毎年４月）
・各事業年度において初めて処遇改善加算を算定する月の
前々月の末日までに、各指定権者あて提出

・ただし、４月から算定する場合等の提出期限について、
異なる取扱いを行う場合は別途連絡します
（参考）R8.4から算定する加算の計画書の提出期日

→「令和8年4月15日まで」に延長

２ 実績報告書の作成・提出（通常：毎年７月）
・各事業年度における最終の加算の支払があった月の
翌々月の末日までに、各指定権者あて提出

※計画書・実績報告書の様式は年度ごとに異なります。
必ず各年度に対応した様式を用いて作成してください！ 22



介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業について

・支援内容： ①社会保険労務士による無料の個別訪問
②取得促進に係るセミナーの開催（年４回程度）

・対象事業所：
茨城県内に所在しており、加算の新規算定や上位加算区分への移行を
目指す事業所
（→該当すれば、市町村指定サービス事業所も対象！）

・問い合わせ先（事業委託先）：
（公財）介護労働安定センター 茨城支部
TEL：029-227-1215 FAX：029-227-1216
HP：https://www.kaigo-center.or.jp/shibu/ibaraki/

介護職員等処遇改善加算の新規算定や、より上位の区分算定を目指す
事業所を支援するため、加算取得促進支援事業を実施中

ぜひ積極的に活用を！
23



【厚生労働省HP】介護職員の処遇改善（トップ）
https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html

【厚生労働省HP】介護保険最新情報Vol.1479
「「介護職員等処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び
様式例の提示について（令和８年度分）」及び「介護職員等処遇改善加算
に関するＱ＆Ａ（第１版）」について」

（令和８年３月13日）
https://www.mhlw.go.jp/content/001674610.pdf

参考資料１（厚生労働省HP）

24
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【茨城県HP】介護職員等処遇改善加算について （トップ）
https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/chofuku/jigyo/kaigo/jigyosha
/h24santeitodokede/syoguukaizenkasan-kankeisyorui.html

【茨城県HP】介護職員等処遇改善加算等処遇改善計画書について
（令和８年度処遇改善計画書様式ダウンロード・提出はこちらから）
https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/chofuku/jigyo/kaigo/jigyosha
/h24santeitodokede/syoguukaizen-keikaku.html

【茨城県HP】介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職
員等ベースアップ等支援加算実績報告書について
（令和７年度処遇改善実績報告書様式ダウンロード・提出はこちらから）
https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/chofuku/jigyo/kaigo/jigyosha
/h24santeitodokede/syoguukaizen-jisseki.html

【茨城県HP】介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業について
https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/chofuku/jigyo/kaigo/jigyosha
/h24santeitodokede/shoguukaizen-shutokusokushin.html
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